
串間市の給与・定員管理等について

１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

歳出額 実質収支 人件費 人件費率

Ａ Ｂ Ｂ/Ａ

平成２７年度 19,639人 11,839,789千円 319,984千円 1,999,123千円 16.9% 19.4%

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

給料 職員手当
期末・

勤勉手当
計　Ｂ

平成２７年度 244人 876,342千円 157,193千円 323,859千円 1,357,394千円 5,563千円

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

　　　２　職員数は、平成27年４月１日現在の人数です。

　　　３　給与費には、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には

　　　　当該職員を含んでいません。

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一基準で比較するため、

　　　　国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）

　　　　適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　２　類型団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均した

　　　　ものである。

　　　３　平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が 

　　　　無いとした場合の値である。
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（４）給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引き下げ及び地域

　　　手当の支給割合の見直し等に取り組むとされています。

①給料表の見直し

【　実施　未実施　】

　実施内容

②地域手当の見直し

　実施内容

③その他の見直し内容

　実施内容

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日
（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引き下げ。初任給に係る号級等
　　　については据置。高齢層については、最大４％引き下げ。激変緩和のため、当分の間、経過措置（現
　　　給保障）を実施。
　　　　他の給料表についても、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

制度なし

単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）
管理職員特別勤務手当について、国と同様の制度を制定。（平成２７年４月１日実施）



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２８年４月１日現在）

　　①一般行政職

39.2歳 302,500円 344,219円 331,245円

43.6歳 325,681円 397,392円 352,533円

43.6歳 331,816円 － 410,984円

42.8歳 320,922円 374,186円 345,685円

　　②税務職

37.7歳 286,900円 317,660円 306,567円

－ － － －

43.3歳 366,926円 － 442,569円

38.7歳 291,910円 363,262円 310,678円

　　③福祉職

48.0歳 356,000円 376,731円 372,775円

－ － － －

42.4歳 330,211円 － 379,832円

41.5歳 294,265円 322,120円 304,911円

　　④消防職

36.2歳 286,600円 327,006円 314,530円

－ － － －

－ － － －

36.8歳 281,975円 348,439円 308,060円

　　⑤看護・保健職

38.6歳 294,500円 338,068円 313,569円

－ － － －

46.9歳 314,264円 － 346,820円

41.4歳 304,843円 352,327円 317,424円

(注)１．｢平均給料月額｣とは、平成28年4月1日現在における職員の基本給の平均である。
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　　２．｢平均給与月額｣とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの
　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされてい
　　　るものである。
　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（時間外勤務手当等
　　　を除いたもの）で算定している。
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（２）職員の初任給の状況（平成２８年４月１日現在）

串間市 宮崎県 国

大学卒 176,700円 176,700円 176,700円

高校卒 144,600円 144,600円 144,600円

大学卒 176,700円 - -

高校卒 144,600円 - -

大学卒 176,700円 - -

高校卒 144,600円 - -

大学卒 176,700円 - -

高校卒 144,600円 - -

大学卒 176,700円 - -

高校卒 144,600円 - -

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

大学卒 250,800円 339,900円 363,400円 374,700円

高校卒 211,100円 287,000円 339,900円 363,400円

区分

一般行政職

税務職

福祉職

消防職
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一般行政職

区分



３　一般行政職の級別職員等の状況

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２８年４月１日現在）

区分 職員数 構成比
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

１級 12人 6.3% 140,100円 246,100円

２級 35人 17.9% 190,200円 303,000円

３級 49人 25.1% 226,400円 348,800円

４級 50人 25.6% 259,900円 389,500円

５級 31人 15.9% 286,200円 391,800円

６級 17人 8.7% 317,000円 409,000円

７級 1人 0.5% 361,300円 443,700円

（注）１串間市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　２標準的な職務内容とは、それぞれの給に該当する代表的な職務である。

（２）昇給への勤務成績の反映状況

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○

串間市平成28年4月２日から平成２９年４月１
日までにおける適用
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４　職員手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

1,327千円 1,605千円

（平成２７年度支給割合） （平成２７年度支給割合） （平成２７年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60月 1.60月 2.60月 1.60月 2.60月 1.60月

（1.45月分） （0.75月分） （1.45月分） （0.75月分） （1.45月分） （0.75月分）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等に 職制上の段階、職務の級等に 職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 よる加算措置 よる加算措置

・役職加算　　　7％～10％ ・役職加算　　　5％～20％ ・役職加算　　　5％～20％

・管理職加算　　10％～25％ ・管理職加算　　10％～25％

（注）（）内は、再任用職員にかかる支給割合である。

　　勤勉手当への勤務成績の反映状況

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員

○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○

（２）退職手当（平成２８年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２０．４４５月分 ２５．５５６２５月分 勤続２０年 ２０．４４５月分 ２５．５５６２５月分

勤続２５年 ２９．１４５月分 ３４．５８２５月分 勤続２５年 ２９．１４５月分 ３４．５８２５月分

勤続３５年 ４１．３２５月分 ４９．５９月分 勤続３５年 ４１．３２５月分 ４９．５９月分

最高限度額 ４９．５９月分 ４９．５９月分 最高限度額 ４９．５９月分 ４９．５９月分

その他の加算措置（定年前早期退職者特例措置） その他の加算措置（定年前早期退職者特例措置）

退職時 ２％～２０％加算 退職時 ３％～４５％加算

１人当たり

平均支給額 22,006千円

国

１人あたりの平均支給額（平成２７年度）
―

串間市 国

串間市 宮崎県

１人あたりの平均支給額（平成２７年度）

国

イ　人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の区分
も適用

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

平成２８年度中における運用
串間市

ロ　人事評価を実施していない



（３）特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在）

特殊勤務

手当

（２７年度）

（注）割合・支払年額については、普通会計分で企業会計分は除いたものです。

（４）時間外勤務手当

２７年度 支給総額 37,193千円

時間外 １人当たり支給年額 155千円

勤務手当 ２６年度 支給総額 51,481千円

１人当たり支給年額 213千円

14.05%

全職種

消防業務

支給実績 2,630千円

代表的な手当の
名称

職員全体に占める手当支給職員の割合

支給額の多い手当

されている手当

多くの職員に支給

放射線業務・薬剤業務・検査業務

消防業務（夜間特殊業務・救急業務）

10

80,606円

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額

区                 分



（５）その他の手当（平成２８年４月１日現在）

手
当
名

国の制度と
の異同

国の制度と異な
る内容

支給実績
（平成２７年

度）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（平成２７年度）

配偶者 13,000円

配偶者以外 6,500円

配偶者なしの１人 11,000円 千円

満16歳の年度初めから満22歳の 32,847 271,463円

年度末までの子１人につき

5,000円

借家・借間で月額23,000円

以下を支払っている職員（最高） 千円

11,000円 24,387 280,310円

月額23,000円を超える場合（最高）

27,000円

交通機関利用者限度額 55,000円

交通用具利用

　２㎞～　５㎞ 2,000円

　５㎞～１０㎞ 4,200円

１０㎞～１５㎞ 7,100円

１５㎞～２０㎞ 10,000円

２０㎞～２５㎞ 12,900円 千円

２５㎞～３０㎞ 15,800円 6,988 68,510円

３０㎞～３５㎞ 18,700円

３５㎞～４０㎞ 21,600円

４０㎞～４５㎞ 24,400円

４５㎞～５０㎞ 26,200円

５０㎞～５５㎞ 28,000円

５５㎞～６０㎞ 29,800円

６０㎞以上 31,600円

部長級 63,000円 千円

課長級 42,000円

対策監・指導監 32,000円 14,183 405,229円

支所長・保育園園長など 16,000円

千円

7,308 221,454円

千円

360 360,000円

千円

1,134 34,363円

単
身
赴
任
手
当

公署を異にする異動又は在勤する公
署の移転に伴い、住居を移転し、同居
していた配偶者と別居することになった
職員に支給（月額30,000円+距離加
算）

同じ ―

夜
間
勤
務
手
当

午後10時から翌日午前５時までの監に
勤務を命ぜられた職員に支給
勤務時間１時間当たりの給与額の
25/100

同じ ―

休
日
勤
務
手
当

同じ ―

休日法による休日及び年末年始の休
日に勤務を命ぜられた職員に支給
勤務時間１時間当たりの給与額の
135/100～160/100

―

管
理
職
手
当

同じ ―

通
勤
手
当

同じ

内容及び支給単価

扶
養
手
当

同じ ―

住
居
手
当

同じ ―



５　特別職の報酬等の状況（平成２８年４月１日現在）

市長 741,000円 1,010,000円 ／ 440,000円

副市長 594,000円 800,000円 ／ 552,000円

議長 365,000円 500,000円 ／ 315,000円

副議長 322,000円 450,000円 ／ 265,000円

議員 310,000円 420,000円 ／ 249,000円

市長 （平成２７年度支給割合）

副市長 3.15月分

議長 （平成２７年度支給割合）

副議長 3.15月分

議員

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

市長 　741,000円×48月×0.5 17,784,000円 任期毎

副市長 　594,000円×48月×0.3 8,553,600円 任期毎

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年

＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

退
職
手
当

給
料

区分 給与月額等

（参考）類似団体における最高／最低額

報
酬

期
末
手
当



６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

   区分

部門 平成27年 平成28年

議会 5 5

総務 67 65 ▲ 2 業務内容の見直し

税務 15 15

農水 27 27

商工 8 9 1 商工関係業務拡充のため

土木 16 15 ▲ 1 業務内容の見直し

民生 35 36 1 臨時給付金業務のため

衛生 11 11

小計 184 183 ▲ 1 〈参考〉

人口１万人当たり職員数                93.99人

（類似団体の人口１万人当たり職員数　　72.01人）

教育 20 19 ▲ 1 指定管理者制度移行に伴うもの

消防 34 34

小計 238 236 ▲ 2 〈参考〉

人口１万人当たり職員数                121.21人

（類似団体の人口１万人当たり職員数　　93.88人）

公 病院 97 98 1 看護師の増

営 水道 7 7

企 その他 27 25 ▲ 2 業務内容の見直し

業 小計 131 130 ▲ 1

等

369 366 ▲ 3 〈参考〉

［469］ ［469］ 人口１万人当たり職員数　　　　　　　　187.98人

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　［　　］内は、条例定数の合計である。

職     員     数 対前年
増減数

主な増減理由

普
通
会
計
部
門

合        計



（２）年齢別職員構成の状況

（３）職員数の推移

年度

部門別

190 188 187 178 184 183 ▲ 7 (▲ 3.7%)

20 21 21 21 20 19 ▲ 1 (▲ 5.0%)

34 34 34 35 34 34

244 243 242 234 238 236 ▲ 8 (▲ 3.3%)

129 129 130 136 131 130 1 (0.8%)

373 372 372 370 369 366 ▲ 7 (▲ 1.9%)

普通会計計

公営企業等会計計

総合計

過去５年間の
増減数（率）

28年２７年２６年２５年
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２４年２３年

教育

消防
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区分
20歳未
満

20歳～
23歳

24歳～
27歳

28歳～
31歳

32歳～
35歳

36歳～
39歳

40歳～
43歳

44歳～
47歳

48歳～
51歳

52歳～
55歳

56歳～
59歳

60歳以
上

職員数 0人 14人 39人 41人 59人 54人 54人 29人 29人 18人 27人 2人


